
昨年 9 月末、「自治体に働く臨時・非常勤職員の実態と公契約に係わるアンケート」を大阪府下全自

治体に郵送で送り、アンケート協力を依頼した所、11 月中旬には大阪府を含む府下の全自治体からア

ンケートの協力をえることができた。たいへん忙しい中、アンケートに協力をいただいた全自治体に対

し感謝を申し上げます。 

 
臨時・非常勤職員の低廉な労働条件が民間パート相場を引き下げている 
 
 政府（総務省）は各自治体に、「集中改革プラン」年次計画を提出させ、互いに競い合わせている。これに

は職員数、総人件費の大幅な引き下げが目標とされているために、現状をさらに悪化させる事態が懸念され

る。公務員問題は、いまや公務員間の問題に留まっていない。民間労働者の雇用ポートフォリオの推進役を

かって出ているのではないか。官民労働者がどう団結し、「人間らしく働くルール」を確立していくのかが問

われている。そうした視点で、府下自治体における「臨時・非常勤職員の労働実態」と「公契約・公共事業

および委託労働者の実情」を見て欲しい。 
 

１．臨時職員数の多さに驚く 
  自治体職員の３割前後が非正規職員であることに驚かされる。全体平均は１９．９％(河内長野市と島本

町は延べ人数のため除く)であるが、大阪市の６．７％は区役所での非正規職員は掌握できていない模様で、

実態が反映されていない数字であるなどを考慮すると、全体の比率は実際にはもっと高いことが伺える。

府平均はおおよそ３割から４割が臨時職員であるといえる。実数では、正規職員数１１０，７２１人、非

正規職員２７，５１８人(河内長野市と島本町を除く)であった。自治体行政、市民サービスは臨時職員ら

で支えられていることが浮きぼりになった。 
 

２．非正規職員群を掌握せず使用している 
大阪府や豊中市、枚方市などでは、臨時職員・非常勤職員・嘱託職員を区別して管理することが出来て

いない。定数外職員の実態は、必要に応じて雇用も賃金もルールも所管部局まかせのところが多く、実態

を正確に掌握できない実情にある。臨時職員（半年雇用）と非常勤職員（必要な時間だけ勤務）の比率も、

各自治体によってバラバラで、都合によって使い捨て雇用がまかり通っている。 
 

３．民間よりはるかに低い、最低賃金（７１２円）水準の時間給 
  最低時間給は岬町の大阪最賃額そのものの７１２円（用務員）、最低時間給のなかの最高でも守口市の１

０１５円（事務職員）であった。最低時間給の平均金額は   円であった。７００円台は４４自治体の

内２５自治体であり、８００円前半とともに全体の大半となっている。eidem で、各自治体における民

間企業のパート募集金額（一般事務）を調べたが、調査できた自治体では全て民間パート時給の方が高か

った。民間のそれも決して高いものではなく、８００円台であったが、それよりも低く時間給が設定され

ていることになる。これは自治体当局が地域地場相場さえ視野にせず、時間給を決定しているのではない

かと考えられる。あるいは相当意図的に誘導しているのかも知れない。eidem を調査して、驚いたのは、

堺市以南、河南方面では一般事務のパート募集がなく、多くは医療関係と飲食業のパート募集であったこ

とである。最高時間給は豊能町の１３，０００円（非常勤の歯科医師）であるが、これを除けば、平均    

円で、大阪労連の最賃引き上げ要求金額程度である。しかも、一部の職種に対応している金額であり、相

対的には最低時給７００円台の臨時職員（数）が圧倒的である。 
 

４．自治体高卒初任給も民間より低い 
  大阪の民間高卒初任給は１５９，９００円（平成１７年賃金構造基本統計調査結果）である。本給でこ

の金額を上回っているのは１１自治体のみである。大阪府や大阪市では地域手当を含めて、民間より低い

初任給となっている。今後の流れを一定考慮すれば、「公務員の賃金は高い」と言える状況は無くなってい



る。逆に、民間労働者全体の賃下げがこれらをテコに本格化する恐れが強い。 
 

５．均等待遇にほど遠い臨時職員の労働条件 
  政府は均等待遇では無いが「均衡待遇」を政策目標に掲げ、パート法の改正にも着手している。自治体

でも、大阪労連らの要請に沿って、パートの均等待遇が施策化している。にも係わらず、自治体で働く臨時

職員らは甚だ不均等な労働条件におかれていることも浮きぼりとなった。一時金が、大阪府、大阪市など２

２自治体で制度化されていない。通勤手当も８自治体に無い。一応の退職金がある自治体となれば、四条畷

市・松原市・高石市のみである。介護休暇制度も３自治体、夏季休暇制度は１３自治体のみである。 
 
 

 

公契約条例の制定で、公正社会と地域経済の活性化めざしたいが、まだ初歩的状況に 
 
 
公契約条例（法）とは、国や自治体が、公共工事・委託事業を民間業者に発注する場合に、その事業に働

く労働者の賃金を適切に確保させる制度である。建設、ダンプ、印刷、出版、清掃、調理、保育、メンテナ

ンス、行政サービス関連の労働者は１０００万人以上にのぼる。全国労働者の６人に１人、その家族の生活

改善がはかれるものである。全国で知事らが官製談合で逮捕されているが、不正な利益幅を極力縮小させる

公契約条例は、不正談合を排除するちからをもっており、その点でも期待されるものである。 
 

１．税金で発注した公共工事や公共事業の追跡が希薄 
  公共工事や公共事業は公的な積算資料をもちいて予定価格が決定される。ところが、ダンピングやピン

ハネで、正規に積算されていた労務賃金が５割、６割しかもらえない実情にある。調査で、「公共工事・委

託労働者の賃金実態の掌握」では明確に求めているところは岬町のみであった。「一部している」は１３自

治体であった。提出を求め、調べれば積算単価に近い賃金が支払われているか、それともピンハネがされ

ているか明瞭にわかる。「提出をもとめない」のは、ピンハネが横行していることを知っており、問題化さ

せたくないからとも言える。しかし、「施行体系図・契約書コピーの提出」を求める自治体が２０自治体、

「一部」が２２自治体となっていることは、今後の前進に期待できるものである。 
 

２．ようやく「最低制限価格の設定」が設けられる 
  １円入札が以前問題になった。最低制限価格が設定されることで、そのような入札はできなった。「最低

制限価格が設定」は能勢町、守口市、大東市では設定されていないが、その他の自治体では基本的には設

定されていた。これにより、最低制限価格と予定価格の間で入札価格がきまり、途方もないダンピングは

防止できることになったと言える。しかし、「低入札価格調査制度」を取り入れている自治体は９自治体に

留まっていた。最低制限はクリアしても、人件費や品質が保持されない恐れがある低入札価格が横行する

なら、問題である。職員数の不足などが理由となっているが、安全・安心の見地と従事する労働者の生活

から見て、急がれる制度となっていることが調査によって判った。また、談合やピンハネを防止し、まじ

めな業者が落札できるために「総合評価方式入札制度」が重要視されているが、これを一部でも取り入れ

はじめたのは、大阪府・箕面市・枚方市・忠岡町・岬町のみであった。 
 

３．委託労働者の雇用継続を「指導している」は３自治体のみ 
  これまで随意契約で何年も自治体関連施設で働いてきた労働者が、ある日、突然、入札契約（自治体の

経費削減策）にしたので、委託先は別会社となった、全員解雇すると言われるケースが多発化している。

業者が変わっても、労働者の雇用と生活を守ることを、大阪労連は要求している。総務省も同様の考えに

あるが、「指導している」と回答した自治体は、島本町・四条畷市・大東市・の３自治体、「一部指導」は

大阪府・池田市・泉大津市・岬町であった。河内長野市は「契約上できない」との回答であった。 
以 上 
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正・非社員
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職種 最低時間給
民間事務職
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職種 最高時間給 本俸 地域手当

年次
有給休暇

一時金 通勤手当 社会保険 雇用保険 労災保険 退職金 夏季休暇
忌引き等
特別休暇

介護休暇

大阪府 × 10,803 147 2025 15.8% 事務補助等 ９２０円 医師 ４，０９０円 １４２，８００円 10% 自治体独自 × ○ ○ ○ ○ × ○ ○ ×

大阪市 ○＊１ 47,608 1,138 2,106 178 3422 6.7% 一般事務補助 ７２２円 ８００円～１４５０円 看護師・保健師等 １，４４０円 １４６，１００円 10% 労基法どおり × ○ × × × ×

吹田市 × 3,449 1,139 574 24 1737 33.5% 一般事務 ８２４円 ８２０円～９５０円
作業療法士・理学
療法士・言語聴覚

士
２，０３９円 １５３，８００円 10% 対象者のみ × ○＊対象者のみ ○＊育児時間 ×

摂津市 × 745*1 86 268 　 13 367 33.0% 事務職 ７９０円 ９５０円 保健師 １，２８０円 １５６，４００円 6% 労基法どおり ○ ○ ○ ○ ○ × × × ×

茨木市 × 1,836 841 0 １８１名 ３５＊１ 1057 36.5% 障害福祉センター事務 ７２０円 ８００円 葬儀作業員 １，７３３円 １５３，８００円 10% 労基法どおり ○ ○ ○ ○ ○ × ○ ○ ×

高槻市 × 2,512＊１ 320 681 0 72＊２ 1073 29.9% 事務職 ８１０円 ８００円～８５０円 保健師 １，２３０円 １５３，８００円 10% 自治体独自 ○ ○ ○ ○ ○ × × ×＊３ ×

島本町 × 258 　 　 　 　 　  事務補助 ８２０円 － 保健師 １，６７０円 １５３，８００円 8% 労基法どおり ○ ○ ○ ○ ○ × × ○ ○（無給）

豊中市 × 3,901 117 1933 33.1% 事務職 ８２４円 ８５０円～９００円 助産師 １，３２０円 １６７，５００円 10% 自治体独自 ○ ○ ○ ○ ○ × × ○ ×

箕面市 × 1,523 299 136 28 463 23.3% 事務補助 ７５４円 ８５０円 小・中学校講師 １，８２０円 １４９，１８６円 10% 自治体独自 × ○ ○ ○ ○ × × × ×

池田市 × 1,336 527 ４０４*1 28 959 41.8% 給食パート ８８５円 ８００円 幼稚園講師 １，７６２円 １５２，２６２円 10% 自治体独自 × ○ ○ ○ ○ × × ○ ×

豊能町 × 268 5 206 211 44.1% 事務補助 ９２０円 － 歯科医師 １３，０００円 １５４，３００円 3% 労基法どおり × ○ ○ ○ ○ × × ○ ×

能勢町 × 138 0 99 0 99 41.8% 事務職 ７９０円 ８２０円（作業） 社会福祉士 １，５００円 １５３，８００円 0% 自治体独自 × × ○ ○ ○ × ○ × ×

門真市 × 1,054 ２５８＊１ ６０＊２ 38 356 25.2% 事務 ８０４円 ９５０円～１２００円 保健師 １，１６０円 １５３，８００円 10% 自治体独自 ○ ○ ○ ○ ○ × × × ×

守口市 × 1,346 225 122 28 375 21.8% 事務職員 １，０１５円 ７８０円～９００円 環境衛生員 １，５４５円 １５３，８００円 10% 自治体独自 × ○ ○ ○ ○ × ○ ○ ×

四條畷市 × 468＊１ 200 19 5 7 231 33.0% 一般事務補助 ８００円 ８５０円 介助員 １，４７６円 １４８，０００円 3% 労基法どおり ○＊２ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ×

枚方市 × 2,959 約９０＊１ 約１，７００＊２ 55 1845 38.4% 一般事務 ７８１円 ８５０円～９００円 家庭児童相談員 １，６０５円 １５３，８００円 10% 労基法どおり × ○ ○ ○ ○ × ○ × ×

寝屋川市 × 1,752 557 93 0 31 681 28.0% 施設の用務 ７７９円 ９５０円～１２００円
理学療法士
作業療法士

１，６７７円 １４８，０００円 10% 自治体独自 ○ ○ ○ ○ ○ × × × ×

大東市 × 954 169 59 0 12 240 20.1% 事務職・庁務員等 ８１０円 － 看護師・保健師等 １，１６０円 １４８，０００円 10% 労基法どおり ○ ○ ○ ○ ○ × × × ×

交野市 × 581 172 135 0 8 315 35.2% 給食補助 ７６０円 － ごみ収集作業 １，２００円 １５３，８００円 8% 労基法どおり ○ ○ ○ ○ ○ × ○ × ×

東大阪市 × 3,999 335 417 503 0 1255 23.9% 事務職 ７４８円 ８５０円～９００円 清掃職 １，５２３円 １５３，８００円 10% 自治体独自 ○ × ○ ○ ○ × ○ × ×

八尾市 × 2,375 253 155 355 28 791 25.0% 事務職（学生） ７５２円＊１ ８５０円～９５０円 看護師 １，４０６円＊２ １５３，８００円 10% 労基法どおり × ○ ○ ○ ○ × × ○ ×

柏原市 × 721 214 54 19 287 28.5% 事務職 ７５５円 ８５０円 薬剤師 １，８５１円 １５３，８００円 10% 労基法どおり × ○ ○ × × ○ ×

松原市 × 1,128 15 416 140 12 583 34.1% 事務職 ７６５円＊１ ８００円～９５０円 幼稚園教諭 １，９１２円 １５３，８００円 10% 労基法どおり ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

羽曳野市 × 688 218 0 220 16 454 39.8% 一般事務 ７８０円 ９５０円 保育士等 １，０５０円 １５３，８００円 10% 労基法どおり × ○ ○ ○ ○ × ○ ○ ×

藤井寺市 × 621 187 97 1 285 31.5% 一般事務員（高校生） ７１５円 ８５０円 障害児介助員 １，１５０円 １４９，１８６円 10% 労基法どおり ○ ○ ○ ○ ○ × × × ×

富田林市 × 961 179 0 185 9 373 28.0% 一般事務 ８００円 － 現業職（清掃業務） １，１５５円 １５３，８００円 10% 労基法どおり ○ ○ ○ ○ ○ × × × ×

河内長野市 × 698 　 　 　 　 　  事務補助 ７９５円 － 保健師 １，２３５円 １５３，８００円 10% 労基法どおり × ○ ○ ○ ○ × × × ×

大阪狭山市 × 450 0 112 74 4 190 29.7% 事務職 ７７０円 － 保健師 １，９５０円 １５３，８００円 10% 労基法どおり ○＊期末報償金 ○ ○ ○ ○ × × ○ ×

河南町 × 166 67 31 0 98 37.1% 事務職 ８００円 － 管理栄養士 １，２６１円 １５３，８００円 10% 労基法どおり × × ○ ○ ○ × × × ×

太子町 × 127 ６１（バイト） 22 1 84 39.8% 一般事務・短期 ７２０円 － 保健師
約１，４５７円、

日給１０，２００円
１５３，８００円 3% 労基法どおり × × ○ ○ ○ × × × ×

千早赤坂村 × 107 9 52 2 0 63 37.1% 一般事務 ７８０円 － 医師 １０，０００円 １３８，４００円 4% 自治体独自 × × ○ ○ ○ × × × ×

堺市 ○＊１ 6,027 823 786 155 1764 22.6% 技能労務 ７８７円 － 保健師・助産師・薬剤 １，２００円 １４８，０００円 10% 労基法どおり × ○ × × ○ ×

高石市 × 493 71 129 43 5 248 33.5% 事務職 ８７１円 － 看護師・保健師 １，２５９円 １５０，８００円 10% 自治体独自 ○ ○ ○ ○ ○ ○＊１ ○ ○ ○

泉大津市 × 802 106 157 263 24.7% 一般事務 ８００円 ８００円 保健師・助産師 １，３８７円 １５３，８００円 6% 自治体独自 ○ ○ ○ ○ ○ × ○ ○ ×

岸和田市 × 2092 304 167 14 26 511 19.6% 事務職 ７８３円 － 助産師 １，５８０円 １４９，５００円 10% 労基法どおり ○ ○ ○ ○ ○ × × × ×

貝塚市 × 696 １７７*1 182 4 363 34.3% 庁務員ほか（病院除く） ８００円 ８００円 保健師（病院除く） １，５７０円 １５５，３００円 8% 労基法どおり ○ ○ ○ ○ ○ × × × ×

泉佐野市 × 1365 ３１９＊1 219 0 8 546 28.6% 一般事務 ７９５円 ８００円～９５０円 看護師 １，７３０円 １４６，７００円 8% 職種、雇用期間等により異なる ○ × × × ×

和泉市 × 1530 390 236 13 639 29.5% 事務職 ８１４円 － 看護師 １４６７円 １５０，７３０円 10% 自治体独自 ○ ○ ○ ○ ○ × × × ×

泉南市 × 613 199 136 1 336 35.4% 事務補助 ７７０円 － 保健師 １，７２９円 １５３，８００円 7% 労基法どおり × × ○ ○ ○ × × × ×

阪南市 × 590 3 335 36.2% 一般事務補助 ７８０円 － ろうあ福祉指導員 １，４４３円 １５３，８００円 8% 労基法どおり × ○ ○ ○ ○ × × ○ ×

忠岡町 × 233 89 89 27.6% 一般事務補助 ８５０円＊１ ケアマネージャー １，３５０円＊１ １５３，８００円 5% 労基法どおり × ○ ○ ○ ○ × × ○ ×

田尻町 × 148 23 0 89 0 112 43.1%
一般事務補助

用務員
７８０円 － 清掃職員 １，２５０円 １５３，８００円 6% 自治体独自 × × ○ ○ ○ × × × ×

熊取町 × 415 277 0 53 0 330 44.3% 事務補助員 ８５０円 － 清掃作業員 １，３００円 １５３，８００円 7% 労基法どおり × × ○ ○ ○ × × × ×

岬町 × 185 110 0 20 0 130 41.3% 用務員 ７１２円 － 介護認定調査員 １，３２０円 １５３，８００円 6% 労基法どおり × ○ ○ ○ ○ × × × ×

　 計　110721 計　１，１２６計2７,５１８ 平均１９．９％ 平均７９８円 平均１，４６７円＊１平均１５２，２７２円

大阪市　　　＊１　ホームページ（計画調整局統計調査） 枚方市　  　＊１　市長部局の人事課雇用分

摂津市　　　＊１　　市長、助役、教育長含む 　　　　　　   ＊２　地公法３条３項３号に基づくものに限る

茨木市　　　＊１　再任用フルタイム職員１名を含む 八尾市　 ＊１　日給支給で５，８３０円（７時間４５分労働）

高槻市　　　＊１　再任用フルタイム職員１６名を含む　 　　　　　　 ＊２　日給支給で１０，９００円（７時間４５分労働） ◎　河内長野市と島本町は「延べ人数」と答えたため、除外して正規と非正規の構成比率平均を出した。
　　　　　　 　＊２　再任用短時間職員のみ 堺市　　　　＊１「地域産業経営動向調査」、「人事委員会勧告に係わる民間給与実態調査」

　　　　　　 　＊３　忌引き休暇はないがその他特別休暇あり（有給、無給ともに） 高石市　　　＊１　商工会議所の退職金共済制度

池田市　　　＊１　非常勤 松原市      ＊１　臨時職員は幼稚園教諭のみで最低時間給は１４０３円。　事務職は短時間非常勤職員で時間給７６５円。

四條畷市　 ＊１　派遣社員は除く　　＊２　現在、職員組合と協議中 大阪狭山市　　　臨時職員はゼロのため、非常勤職員の時間給と労働条件を記入

泉佐野市　＊１　臨時的任用職員及び臨時嘱託員 忠岡町　　　＊１医療職関係は除く

貝塚市　　＊１　 社会保険有の者

門真市　　＊1　 非常勤含む ○　平均1,467円＊１　　　大阪府、豊能町、千早赤坂村の医師時間給を除いて計算

　　　　 　　＊2  非常勤含む ○　正規・非正規比率の計算は四捨五入

１，８７８＊警察・教育委員会は含まない

自治体名 正規職員

地元の
経済状
況や労
働者の
賃金・生
活実態
調査

332

1,816

行政職の高卒初任給 臨時職員の労働条件

○＊条件あり

臨時職員の時間給

○＊対象者のみ

勤務条件による

○＊雇用が２ヶ月を越える場合

臨時職員数



最低制限
価格の設定

低入札
価格調査制度

総合評価方式

大阪府 ○ ○ △ ○ ○ ○ △ 不明 不明

大阪市 ○ △ △ ○ ○ × ×
ある。環境整備、除草等、用地管
理業務ほか、広報紙配布業務

ある。大阪城、八幡屋、長居の各公園、西成
市民館

吹田市 ○ △ × ○ × × × 不明 ある。スポーツグランド等

摂津市 ○ △ △ ○ × × × ない ない

茨木市 ○ ○ × ○ × × × ある。水道料金のコンビニでの収納 ある。プール、駐車場

高槻市 ○ ○ × ○ ○ × × 未定＊４ ある。運動広場２施設

島本町 ○ △ × ○ × × ○ ない ある。知的障害者支援施設

豊中市 ○ ○ × × ある。ゴミ収集部門 公の施設、全てが検討対象

箕面市 △ △ × ○ × ○ × ある。検討中 ある。検討中

池田市 ○ ○ × ○ × × △ ない（検討中） ない

豊能町 ○ △ △ ○ × × × ない ある。スポーツセンターシートス

能勢町 × △ × × × × × ない ない

門真市 ○ ○ × ○ × × ×
ある。防疫用薬剤散布業務・ごみ

収集処理業務・道路維持管理業務
など

ない

守口市 ○ ○ △ × × × × ある ある

四條畷市 ○ ○ △ ○ × × ○ ない ない

枚方市 ○ ○ △ ○ ○ ○ × ない（未定） ある。新火葬場、市民の森、杉の木園＊１

寝屋川市 ○ ○ × ○ ○ × × ある ある。別紙あり

大東市 ×　＊別紙あり △　＊別紙あり × × ○ × ○ 具体的には把握していない
ある。自転車駐輪場
野外活動センター等

交野市 ○ △ × ○ × × × ある。今後検討 ある。今後検討

東大阪市 ○ ○ × ○＊１ ＊２ × × ある。事業については検討中 ある。予定施設については検討中

八尾市 ○ ○ △ ○ × × × 未定 検討中

柏原市 ○ △ × ○ × × × ない ある。体育館など

松原市 × × × ○ ○ × × ない ない

羽曳野市 ○ △ × ○ × × × ない ない

藤井寺市 ○ △ × ○ × × × ない ない

富田林市 ○ △ △ ○ × × × ある。中学校給食調理業務委託 ない

河内長野市 ○ ○ × ○ × × 契約上できない ない ない

大阪狭山市 ○ ○ × ○ × × × 未定 ある

河南町 ○ ○ × ○ × × × ない ない

太子町 ○ ○ △
○・設定工事

×・委託
× × × あり。各施設の清掃 ない

千早赤坂村 ○ △ × ○ × × × ない ない

堺市 ○ △ ×
○・工事

×・委託　＊１
○・工事
×・委託

× × ある(検討中) ある。教育文化センター、原池公園体育館

高石市 ○ △ △ ○ × × × ある。学校給食 ある。体育館

泉大津市 ○ ○ × ○ × × × ない ない

岸和田市 ○ ○ △ ○ × × △ ある。学校給食 ある。市営旧港地区立体駐車場

貝塚市 ○ ○ × ○ × × × ある。市営葬儀・ゴミ収集 ない

泉佐野市 △ △ × ○ × × × ある。複数の事業で検討中 ある。複数の事業で検討中

和泉市 ○ △ △ ○ × × × ない ない

泉南市 ○ △　＊１ × ○ × × × ない ある。導入に向けて検討中

阪南市 ○ × × ○ × × × ない ある。公共施設について順次導入予定

忠岡町 ○ △ × ○ × ○ × 未定 未定

田尻町 ○ △ × 金額による × × × ない ある。田尻町多目的グランド

熊取町 ○ △ × ○ × × × ある。学校給食調理業務など ある。野外活動ふれあい広場

岬町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ △ ある。未定 ある。火葬場

高槻市　　 ＊４　現在、取り組み中の第６次行政改革大綱実施計画の中で、新たな外部委託の可能性を検討中 　　      ○　は　「している」

　       　△は　「一部している」

　        ×　は　「していない」

東大阪市　＊２　制度化はしていないが、最低制限価格を設けていない工事・設計業務委託において落札価格が予定価格の３分の２を下回った場合は、「予算決算及び会計令第８５条の基準と

取り扱いについて」に準じ落札価格を保留し調査を行っている。

泉南市　　 ＊１　施工体制台帳を作成しなければならないもの

枚方市　  　＊１　すでに１８施設、３４箇所を指定管理者制度導入済み

堺市　　　　＊１　但し、一部の業務では設定あり。

東大阪市　＊１　予定価格１，０００万円以上の工事
　　　　　　　　　　　解体工事
　　　　　　　　　　　単価契約　　　　　　　　　　　　　　　　　において最低制限価格を設定している。
　　　　　　　　　　　建設設計業務委託

自治体名

公共工事および委託業務で働く労働条件

建退共の添付指導
施行体系図・契約書
コピーの提出要求

公共工事・委託業務
労働者の賃金実態

の掌握

入札に設けている制度 委託業務で働く労
働者の雇用継続を
指導しているか

今後、新たに外部委託を予定して
いる事業はあるか

指定管理者制度の対象とする予定


